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1 医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケージ「経済的インセンティブ」のうち

「診療所の承継・開業・定着支援」(R6国経済対策)について

重点医師偏在対策支援区域における診療所の承継・開業支援事業について 地域医療対策協議会資料２ー１

宮城県医療人材対策室

【ポイント】
 県が指定する「重点医師偏
在対策支援区域」内で診療
所を承継・開業する場合、
国・県で補助金を交付

 補助の実施には、本協議会
と保険者協議会の同意が必
要となる

↓
 令和７年度限りの事業。ハー
ド事業は、７年度中の開業・
承継が必須（施設整備が完了
しない場合は完成した部分ま
で補助）

 ５月頃に実施される１次募集
で、国予算の残がある場合に
のみ２次募集を実施

 令和８年度以降も継続実施す
るかは、経済的インセンティ
ブ全体の議論の中で、今後国
が検討



2

【ポイント】
 ①、②のハード事業

は令和７年6月末頃
の国内示以後着手工
事が補助対象

 ③のソフト事業は令
和6年12月17日以降
に開業・承継した診
療所の令和7年4月以
降の経費が補助対象

例）160㎡の無償診療所
(木造)を開業する

↓
①補助単価
198,300×160㎡
＝31,728,000円

↓
国10,576,000円
県 5,288,000円

自己負担15,864,000円

②基準額
16,500,000円
↓
国 5,500,000円
県 2,750,000円

自己負担 8,250,000円
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2 「重点医師偏在対策支援区域」の選定について①

 今後宮城県において、厚生労働省が提示した候補区域を参考としつつ、地域の実情に応じて、医師偏在指標、
可住地面積あたり医師数、住民の医療機関へのアクセス、診療所医師の高齢化率、地域住民の医療のかかり
方、今後の人口動態等を考慮して、地域医療対策協議会及び保険者協議会で協議して、「重点医師偏在対策
支援区域」を選定する。
⇒本選定は令和８年度に策定する「医師偏在是正プラン」の中で行うも、「診療所の承継・開業・定着支援」
を実施するには、国への補助申請（R7.5）に当たり、重点区域の先行選定が必要となる

 国は、基本的に二次医療圏単位で全国109の候補区域を想定するほか、地域の実情に応じて、市区町村単位、
地区単位等の選定も考えられるとのスタンス。

【厚生労働省が提示する109の候補区域の選定３要件】
① 各都道府県の医師偏在指標が最も低い二次医療圏 ⇒本県では「石巻・登米・気仙沼」医療圏が該当
② 医師少数県の医師少数区域
③ 医師少数区域かつ可住地面積当たりの医師数が少ない二次医療圏（全国で下位1/4）⇒本県では「仙南」、「大崎・栗原」

1㎢当たり0.695人以下

二次医療圏名 二次医療圏区分 医師偏在指標 可住地面積 医師数 可住地面積当たりの医師数

仙南 少 169.7 517.42 256 0.49476

仙台 多 288.8 840.76 4,539 5.39869

大崎・栗原 少 172.6 1059.87 490 0.46232

石巻・登米・気仙沼 少 164.0 767.85 559 0.72801

 まずは、国の候補区域である、この３圏
域を先行選定することとしてはどうか。

 3圏域の各市町・郡市医師会、新規開設
診療所等に活用要望調査を実施。

 補助活用要望があれば、R７年５月に協
議会を開催し、診療所の所在市町、郡市
医師会の意見も踏まえて、重点区域の先
行選定及び補助事業実施を決議
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2 「重点医師偏在対策支援区域」の選定について②

 一方、令和８年度の本選定に向けては、令和８年度から開始予定の「経済的インセンティブ」適用区域とな
ることも踏まえ、選定区域の単位を二次医療圏に加え、市区町村単位等とするか検討が必要。

 例えば、仙台医療圏の取扱については、今後、令和７年度中の議論を通じて、市区町村単位等での選定必要
性について結論を得る。

 また、「経済的インセンティブ」の適用に当たっては、 厚生労働省が令和8年度予算編成に向けて行う具体
内容の検討に沿って、どのようなインセンティブを講じる必要があるのかについても議論を深める。
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2 「重点医師偏在対策支援区域」の選定について③

【協議事項】

 今回、重点医師偏在対策支援区域における診療所の承継・開業支援事業（第１次
募集）の国への申請締切（５月３０日）に向けて、当該事業のニーズを把握する
ため、上記「厚生労働省が提示する候補区域」（仙台医療圏以外の３医療圏）を、
本県における事業実施対象区域として、各市町村・郡市医師会、新規開設診療所
等に活用要望調査を実施する。

 「事業実施の希望があった場合」、申請内容を精査し、５月中に実施する地域医
療対策協議会において、別途照会する各市町村・郡市医師会の御意見も踏まえて
協議の上、「重点医師偏在対策支援区域の先行選定」及び「当該申請者による事
業の実施可否」について決定する。（併せて、保険者協議会にも別途協議）

 「事業実施の希望がなかった場合」であっても、令和８年度に行う本選定に向け
て、随時、仙台医療圏の市区町村単位等での選定の必要性や経済的インセンティ
ブの内容について議論を行っていくものとする。
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３ 今後のスケジュールについて

令和７年３月１７日
地域医療対策協議会書面決議の依頼発出（→３／３１〆）
①臨床研修医募集枠、②重点区域、承継・開業支援事業の募集について

令和７年３月３１日 協議会書面決議締め切り

令和７年４月上旬
補助金活用要望調査実施【仙台医療圏以外】

①希望の有無（→4月中旬〆）、②（希望者）申請書提出（→5/9〆）

令和７年５月９日 要望調査締め切り

＊＊＊以下、要望調査(国１次募集)に応募があった場合＊＊＊

令和７年５月９日頃～ 協議会開催までに所在市町・郡市医師会に意見照会

令和７年５月中～下旬
協議会開催
議題①「重点医師偏在対策支援区域」の先行選定について 議題②仙台医療圏における指定の取扱等について

※要望調査で応募が無い場合でも②を５月以降に適宜審議

令和７年５月３０日 厚生労働省あて実施計画(先行的な医師偏在是正プラン)の申請〆切（第１次募集）

令和７年６月上旬～下旬 厚生労働省において実施計画(先行的な医師偏在是正プラン)の審査・調整

令和７年６月末頃 厚生労働省から県に内示

令和７年７月以降
県において、支援対象医療機関 に対して、施設整備、設備整備、地域への定着支援
を開始

今回
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以下参考資料
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様式１－22（１）

事業区分：重点医師偏在対策支援区域における承継・開業支援事業

重点医師偏在対策支援区域における承継・開業支援事業　実施計画（先行的な医師偏在是正プラン）

支援対象医療機関

例１ ○○診療所
内科

小児科
○○医療圏 承継 2025.10.1

・・・・・
○月○日　地域医療対策協議会で支援対象として合意

△月△日　保険者協議会で支援対象として合意

例２ △△診療所 産科 ○○市 承継 2025.12.1

・・・・・
○月○日　地域医療対策協議会で支援対象として合意

△月△日　保険者協議会で支援対象として合意

選定過程
標榜診療科

承継・開業

予定年月日

支援対象医療機関 支援区域
事業区分

（承継・開業）
支援対象医療機関に選定した理由

支援対象医療機関

支援の内容 市町村の追加支援等

施設整備 設備整備 定着支援

病床数 整備面積
金額

（千円）

医師・看護師宿

舎
整備面積

金額

（千円）
導入機器・台数

金額

（千円）

年間診療

日数

金額

（千円）
支援の有無 具体的な内容

有 0床 160.0㎡ 77,440 整備しない 無 有 180日 20,060 有

△△市が、施設整備事業に係る事業者負担の

一部を追加で補助する。

有 5床 200.0㎡ 96,800 整備する 50.0㎡ 24,200 有 超音波診断装置（１台） 2,000 有 120日 14,720 無

記載例



9

様式１－22（２）

事業区分：重点医師偏在対策支援区域における承継・開業支援事業

重点医師偏在対策支援区域における承継・開業支援事業　実施計画（先行的な医師偏在是正プラン）

重点医師偏在対策支援区域

例１ ○○医療圏

県内で医師偏在指標が最も低い二次医療圏のため。
○月○日　地域医療対策協議会で支援区域として合意

△月△日　保険者協議会で支援区域として合意

例２
○○市（うち○○地区

に限る）

・・・・・
○月○日　地域医療対策協議会で支援区域として合意

△月△日　保険者協議会で支援区域として合意

（※）当該様式は、医療施設等施設整備費補助金、医療施設等設備整備費補助金、医療施設運営費等補助金における

　　　「重点医師偏在対策支援区域における診療所の承継・開業支援事業」の共通様式とします。

区域 区域に選定した理由 選定過程

記載例


